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「入所施設利用者の削減」（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

 平成 26 年度末の入所施設利用者の削減目標は、平成 17 年 10 月現在の入所施設利用者の２０％以上とします。 

「入所施設利用者の地域移行」（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

 平成 26 年度までの地域移行目標は、平成 17 年 10 月現在の入所施設利用者の４０％以上とします。 

１．第 3期大阪府障がい福祉計画の主要項目における取組状況 

（１）目標値に対する実績 

「第 4次大阪府障がい者計画」(H24～H33)及び 

「第 3期大阪府障がい福祉計画」(H24～H26)の取組状況について 

参 考 
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「入院中の精神障がい者の地域生活への移行」（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

＜着眼点１＞1 年未満入院者の平均退院率 

 平成 26 年度における 1 年未満入院者の平均退院率を平成 20 年 6 月 30 日調査比で 7％相当分増加させ

る 77.8％を数値目標とします。 

＜着眼点２＞入院期間 5 年以上かつ 65 歳以上の退院者数 

 平成 26 年度における入院期間 5 年以上かつ 65 歳以上の退院者数を直近の状況よりも 20％増加させる

490 名を数値目標とします。 
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「福祉施設からの一般就労」（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

平成 26 年度において、施設を退所し、一般就労するものを 1,100 人とします。 

授産施設等の障がい者の工賃水準（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

 平成 26 年度までに、平成 22 年度の工賃水準の約 30％増である月１２，３００円をめざします。 
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就労移行支援事業及び就労継続支援（Ａ型）の利用者（第 3 期大阪府障がい福祉計画より） 

平成 26 年度中の福祉施設の利用者のうち 1 割以上の者が就労移行支援事業を利用することを目指します。 

平成 26 年度中の就労継続支援事業利用者の 1 割以上の者がＡ型を利用することを目指します。 

【参考：就労実績のない就労移行支援事業所】 
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居宅介護等の利用実績 （第３期大阪府障がい福祉計画） 

短期入所の利用者数 （第３期大阪府障がい福祉計画） 

単位：時間/月 

（２）見込量に対する実績 

（※以下グラフについて、大阪市は障がい種別ごとの見込量・実績状況を設定していないため、大阪市の実績は含みません） 

単位：人日/月 
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共同生活援助・介護の利用者数 （第３期大阪府障がい福祉計画） 

相談支援（サービス利用計画作成）の実績 （第３期大阪府障がい福祉計画） 

単位：人/月 

単位：人/月 
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移動支援事業の利用実績 （第３期大阪府障がい福祉計画） 

単位： 時間/年 



（１）地域移行及び福祉施設からの一般就労にかかる目標値と実施状況

達成割合

施設入所者の地域移行 移 行 40  ％以上 移 行 33.5  ％ 84%

・地域移行目標 削 減 20  ％以上 削 減 16.6  ％ 83%

・施設入所者数削減目標

入院中の精神障がい者の地域生活への移行 着眼点1 77.8 ％ 着眼点1 75.2 ％ -

＜着眼点1＞1年未満入院者の平均退院率 着眼点2 490 人 着眼点2 584 人 -

＜着眼点2＞入院期間5年以上かつ65歳以上の退院者数

福祉施設から一般就労への移行等 人 数 1,100  人 人 数 1,025  人 93%

①福祉施設から一般就労への移行 ※H17の概ね5.4倍増

②就労移行支援事業及び就労継続支援（Ａ型） 移 行 10 ％ 移 行 6.6 ％ 66%

 の利用者 継続(Ａ型) 10 ％ 継続(Ａ型) 16.9 ％ 169%

※H26における福祉施設

 利用者の1割

※H26における就労継続

 支援事業利用者の1割

③その他の福祉施設から一般就労への移行等 人 数 人 数 845  人 -

 に係る数値目標 ※福祉施設から一般就

 公共職業安定所経由による福祉施設利用者  労への移行を希望す

 の就職者数  るすべての者

 障がい者の態様に応じた多様な委託訓練 人 数 110  人 人 数 40  人 36%

 事業の受講者 ※福祉施設から一般

 就労へ移行する者の

 1割

 障がい者試行雇用事業の開始者 人 数 550  人 人 数 72  人 13%

※福祉施設から一般

 就労へ移行する者の

 5割

 職場適応援助者による支援の対象者 人 数 550  人 人 数 261  人 47%

※福祉施設から一般

 就労へ移行する者の

 5割

 障害者就業・生活支援センター事業の 人 数 1,100  人 人 数 1,025  人 93%

 支援対象者 ※福祉施設から一般

 就労へ移行する全

 ての者

 障害者就業・生活支援センターの設置 設置数 18 か所 設置数 18 か所 100%

※すべての圏域で一

 か所ずつ設置

④就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃 工 賃 12,300 円 工 賃 10,763 円 88%

 の平均額 ※H22実績(9,244円)

 の約30％増

２．第３期大阪府障がい福祉計画 平成２６年度実施状況                

第３期障がい福祉計画 （２６年度目標値） ２６年度実施状況

希望者全員
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（２）障がい福祉サービス等にかかる見込量と実施状況

 ①自立支援給付

実施割合

訪問系サービス合計 身 体 358,271 時間/月 身 体 286,970 時間/月 80%

  居宅介護・重度訪問介護・同行援護 知 的 54,878 時間/月 知 的 51,202 時間/月 93%

  行動援護・重度障がい者等包括支援 障がい児 25,531 時間/月 障がい児 15,770 時間/月 62%

精 神 58,718 時間/月 精 神 59,597 時間/月 101%

※ 合計 1,019,300 時間/月 合計 867,688 時間/月 85%

短期入所 身 体 4,540 人日/月 身 体 4,534 人日/月 100%

知 的 14,003 人日/月 知 的 14,080 人日/月 101%

障がい児 2,549 人日/月 障がい児 2,190 人日/月 86%

精 神 744 人日/月 精 神 526 人日/月 71%

※ 合計 26,849 人日/月 合計 26,777 人日/月 100%

生活介護 身 体 63,922 人日/月 身 体 57,025 人日/月 89%

知 的 186,584 人日/月 知 的 178,495 人日/月 96%

精 神 4,953 人日/月 精 神 4,014 人日/月 81%

※ 合計 338,019 人日/月 合計 337,421 人日/月 100%

自立訓練 身 体 2,699 人日/月 身 体 1,613 人日/月 60%

・機能訓練 知 的 7,629 人日/月 知 的 4,532 人日/月 59%

・生活訓練 精 神 5,350 人日/月 精 神 4,186 人日/月 78%

※ 合計 19,989 人日/月 合計 13,778 人日/月 69%

就労移行支援 身 体 4,658 人日/月 身 体 2,029 人日/月 44%

知 的 30,448 人日/月 知 的 14,062 人日/月 46%

精 神 8,614 人日/月 精 神 9,608 人日/月 112%

※ 合計 51,515 人日/月 合計 36,105 人日/月 70%

就労継続支援（Ａ型） 身 体 1,628 人日/月 身 体 3,623 人日/月 223%

知 的 6,440 人日/月 知 的 7,600 人日/月 118%

精 神 3,280 人日/月 精 神 7,094 人日/月 216%

※ 合計 13,201 人日/月 合計 32,396 人日/月 245%

就労継続支援（Ｂ型） 身 体 15,148 人日/月 身 体 13,944 人日/月 92%

知 的 88,718 人日/月 知 的 92,446 人日/月 104%

精 神 41,038 人日/月 精 神 35,708 人日/月 87%

※ 合計 188,564 人日/月 合計 192,436 人日/月 102%

療養介護 計 676  人/月 計 987  人/月 146%

共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 身 体 235  人/月 身 体 309  人/月 131%

知 的 4,045  人/月 知 的 3,739  人/月 92%

精 神 843  人/月 精 神 594  人/月 70%

※ 合計 7,298  人/月 合計 6,281  人/月 86%

施設入所支援 身 体 1,100  人/月 身 体 1,145  人/月 104%

知 的 2,346  人/月 知 的 2,504  人/月 107%

精 神 6  人/月 精 神 6  人/月 100%

※ 合計 4,903  人/月 合計 5,256  人/月 107%

計画相談支援 身 体 5,276 人/月 身 体 1,098 人/月 21%

知 的 9,109 人/月 知 的 2,346 人/月 26%

障がい児 1,395 人/月 障がい児 186 人/月 13%

精 神 4,309 人/月 精 神 1,476 人/月 34%

※ 合計 24,749 人/月 合計 7,170 人/月 29%

地域移行支援 身 体 166 人/月 身 体 2 人/月 1%

知 的 167 人/月 知 的 7 人/月 4%

精 神 308 人/月 精 神 39 人/月 13%

※ 合計 747 人/月 合計 68 人/月 9%

地域定着支援 身 体 595 人/月 身 体 67 人/月 11%

知 的 1,029 人/月 知 的 179 人/月 17%

精 神 801 人/月 精 神 62 人/月 8%

※ 合計 2,767 人/月 合計 482 人/月 17%

※大阪市は障がい種別ごとの見込量・実施状況を設定しないため、合計値にのみ算入しています。

第３期障がい福祉計画 （２６年度見込量） ２６年度実施状況
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 ②都道府県地域生活支援事業

実施割合

発達障がい者支援センター運営事業 箇 所 1  箇所 箇 所 1  箇所 100%

  ※指定都市を除く 利用者 1,100  人 利用者 1,230  人 112%

  

障害者就業・生活支援センター事業 箇 所 18  箇所 箇 所 18  箇所 100%

利用者 6,766  人 利用者 5,659  人 84%

高次脳機能障がい支援普及事業 箇 所 1  箇所 箇 所 1  箇所 100%

利用者 960  人 利用者 921 人 96%

障がい児等療育支援事業 箇 所 6  箇所 箇 所 17  箇所 283%

  ※指定都市･中核市を除く

都道府県相談支援体制整備事業 人 12 人 人 10 人 83%

（相談支援によるアドバイザー見込み数）

 ③市町村地域生活支援事業

実施割合

移動支援事業 身 体 1,184,589 時間/年 身 体 837,442 時間/年 71%

知 的 1,454,495 時間/年 知 的 1,480,182 時間/年 102%

障がい児 604,140 時間/年 障がい児 309,561 時間/年 51%

精 神 207,676 時間/年 精 神 237,982 時間/年 115%

※ 合計 5,025,552 時間/年 合計 4,380,960 時間/年 87%

発達障がい者支援センター運営事業 箇 所 2  箇所 箇 所 2  箇所 100%

利用者 2,730  人/年 利用者 2,662  人/年 98%

 ※指定都市のみ

相談支援事業 箇 所 27  箇所 箇 所 19  箇所 70%

・障がい児等療育支援事業

 ※指定都市･中核市のみ

相談支援事業 箇 所 172  箇所 箇 所 184  箇所 107%

・障がい者相談支援事業

相談支援事業 設 置 39 市町村 設 置 25 市町村 64%

・基幹相談支援センター

相談支援事業 設 置 26 市町村 設 置 23 市町村 88%

・基幹相談支援センター等機能強化事業

 

相談支援事業 設 置 22 市町村 設 置 11 市町村 50%

・住宅入居等支援事業

 （居住サポート事業）

相談支援事業 利用者 204 人/年 設置 114 人/年 56%

・成年後見制度利用支援事業

地域活動支援センター 箇 所 248  箇所 箇 所 182  箇所 73%

利用者 8,072  人/年 利用者 5,885  人/年 73%

意思疎通支援事業 手話派遣 2,090 人/年 手話派遣 1,534 人/年 73%

・手話通訳者派遣 要約派遣 404 人/年 要約派遣 212 人/年 52%

・要約筆記者派遣 手話設置 66 人/年 手話設置 68 人/年 103%

・手話通訳者設置

第３期障がい福祉計画 （２６年度見込量） ２６年度実施状況

第３期障がい福祉計画 （２６年度見込量） ２６年度実施状況
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日常生活用具給付等事業 介 護 993  件/年 介 護 789  件/年 79%

・介護･訓練支援 自 立 4,281  件/年 自 立 2,796  件/年 65%

・自立生活支援 在 宅 1,908  件/年 在 宅 1,799  件/年 94%

・在宅療養等支援 情 報 5,060  件/年 情 報 3,863  件/年 76%

・情報･意思疎通支援 排 泄 195,139  件/年 排 泄 190,864  件/年 98%

・排泄管理支援 住 宅 459  件/年 住 宅 283  件/年 62%

・居宅生活動作補助（住宅改修費）

※大阪市は障がい種別ごとの見込量・実施状況を設定しないため、合計値にのみ算入しています。

 【参考】障がい児支援サービス

実施割合

児童発達支援 児童発達 30,923 人日/月 児童発達 37,628 人日/月 122%

医療型児童発達支援 医療型児童発達 6,209 人日/月 医療型児童発達 4,932 人日/月 79%

放課後等デイサービス 放課後デイ 22,436 人日/月 放課後デイ 79,874 人日/月 356%

保育所等訪問支援 保育所等訪問 1,009 回/月 保育所等訪問 230 回/月 23%

障がい児相談支援 障がい児相談 1,667 人/月 障がい児相談 1,117 人/月 67%
※大阪市、岬町は計画策定時、障がい児支援サービスの見込量を設定していないため、実績値にも含まず。

第３期障がい福祉計画 （２６年度見込量） ２６年度実施状況
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手話通訳者の養成（手話通訳者登録者数の推移） 

（単位：人） 

点訳奉仕員の養成（Ｈ２４～Ｈ２６の養成数の累計値） 

（単位：人） 

３．第４次大阪府障がい者計画の人材養成関係における取組状況 
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盲ろう者通訳・介助者の養成（盲ろう者通訳・介助者登録者数の推移） 

（単位：人） 

朗読奉仕員の養成（Ｈ２４～Ｈ２６の養成数の累計値） 

（単位：人） 
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ITサポーター養成者数（Ｈ２４～Ｈ２６までの年度ごとの養成数） 

（単位：人） 



４．その他の主な施策の実施状況（第４次大阪府障がい者計画）

Ⅰ 生活場面「地域やまちで過ごす」
具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

障がい児施設における地域移行の推進

（計画）
障がい児施設に入所する１８歳以上の障がい者（年齢超過児）
の地域移行を推進するため、障がい児入所施設に地域移行担
当者を配置するとともに、施設での自活訓練を実施する。

（目標）
＜平成２８年度＞
１８歳以上の障がい児施設入所者：ゼロ

○実績値（平成26年度）
・18歳以上の障がい児施設入所者数118名、うち地域移行等退所者52名

障がい者グループホーム・ケアホームの設置促進

（計画）
障がい者が地域で自立した生活を送ることができるよう、グ
ループホーム等の整備助成や、公営住宅の空き家の活用、民
間賃貸住宅の活用により、住まいの場であるグループホーム･
ケアホームの量的確保に努める。

（目標）
＜平成２６年度＞
公営住宅のグループホーム等としての活用５１５人分（大阪市
を除く）

○障がい者グループホーム実利用者総数
（平成26年実績値）【大阪市 1,639人/月含む】
  6,281人/月
（大阪市を除く 4,642人／月の内訳）
 ・身体障がい者：   309人／月
 ・知的障がい者： 3,739人／月
 ・精神障がい者：   594人／月

○市町村営住宅における知的障がい者・精神障がい者・身体障がい者グループホーム・ケアホームとして
の活用件数（大阪市を除く）。
 ・平成26年度新規    0箇所  0戸  利用者数0人
 ・平成24～26年度    5箇所  7戸  利用者数15人

○府営住宅における知的障がい者・精神障がい者・身体障がい者グループホーム・ケアホームとしての活
用件数（大阪市を除く）。
 ・平成26年度新規   22箇所  29戸  利用者数66人
 ・平成24～26年度   62箇所   86戸  利用者数174人

公営住宅の障がい者向け募集の実施

（計画）
障がい者向け住宅の供給確保を図るため、府営住宅におい
て、特別枠（「福祉世帯向け」「車いす常用者世帯向け」）により
入居者を募集する優遇制度を実施する。市町営住宅において
も、「大阪府高齢者・障がい者住宅計画」（平成２３～３２年度）
に基づき、障がい者のいる世帯や高齢者世帯の優先入居等の
促進を図る。

（目標）
府営住宅については、公募戸数の概ね６割を福祉世帯向けの
特別枠として確保

○市町村営住宅における障がい者世帯の優先入居実施状況（大阪市除く）
（平成26年度実績）
 ・3市 10戸 （応募件数：33件 倍率：3.3倍）
（参考）
 平成26年度全募集総数 25市町 656戸 （応募件数：5,854件  倍率：約8.9倍）

○府営住宅における、特別枠（「福祉世帯向け」「車いす常用者世帯向け」）の入居者募集の状況
（平成26年度実績）
 ・府営住宅募集戸数 3,340戸（一般世帯向け及び福祉世帯向けのみ）
 ・福祉世帯向け募集住宅
  （障がい者世帯、母子世帯、ハンセン病療養所入所者等の世帯、高齢者世帯、犯罪被害者等の世帯、
   障がい者手帳の交付を受けている単身者等）
  募集戸数 2,013戸  応募者数 33,973人
 ・特別設計住宅（車いす常用者世帯向け住宅）
  募集戸数 88戸    応募者数 464人
  ※福祉世帯向け募集住宅は公募戸数の概ね６割を特別枠で募集しており、引き続き推進していく

公的賃貸住宅の供給促進

（計画）
新築・建替えにあたっては、住戸内、共用部分等のバリアフリー
化、及び浴室、便所等に手すりの設置を行うとともに、共同住
宅には可能な限りエレベーターの設置を進める。既設の住宅に
おいては、住戸内のバリアフリー化や浴室、便所に手すりの設
置等を行うとともに、段差の解消等の屋外のバリアフリー化を
促進する。また、既設のエレベーターのない中層住宅におい
て、エレベーターの設置を促進する。さらに、車いす常用者世帯

のための住宅の建設を促進する。

○市町村営住宅等における整備（バリアフリー化の推進・エレベーターの設置等）【市町村営住宅（政令市
除く）】／【公社】
（平成26年度実績）
 ・新規住宅の整備数（建替え・借上げ含む）
    バリアフリー対応（うち、車いす常用者世帯向け）       180戸（7戸）／0戸（0戸）
 ・既存住宅の整備数
   バリアフリー改善                                       60戸 ／ 0戸
   エレベーター設置                                       0基 ／  0基

○府営住宅における整備（バリアフリー化の推進・エレベーターの設置等)
（平成26年度実績）
 ・建替事業における整備戸数
   あいあい住宅       787戸
 ・改善事業における整備数
   住戸内バリアフリー化事業    923 戸
   団地内バリアフリー化事業     2 団地
   中層エレベーター設置事業     0 基

府営住宅における車いす常用者世帯向け住宅（Ｍ
ＡＩハウス）の建設

（計画）
車いすを常用する障がい者を対象に、入居者の障がいに合わ
せた浴槽・便器の選択、手すりの設置等を必要に応じて行い、
車いすでの生活がスムーズにできるよう設計した住宅の建設を
推進する。「大阪府営住宅ストック総合活用計画」(平成２３～３
２年度)に基づき、整備を推進する。

（目標）
＜平成３２年度＞
ＭＡＩハウスの建設戸数：２２０戸

○建替事業における整備戸数
（平成26年度実績）
・MAIハウス   14戸
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市町村の相談支援の充実

（計画）
障がい者が抱えるニーズに対し、きめ細かに対応する相談支
援体制の充実・強化に向けた取組みに対し支援を行うととも
に、障害者自立支援法の改正により、地域の相談支援の中核
的な役割を担う基幹相談支援センターが創設されたことから、
その設置促進を図る。

（目標）
＜平成２６年度＞
すべての市町村で基幹相談支援センターを設置

○基幹相談支援センターの設置（平成27年3月末現在）
  設置市町村数：25市町村

発達障がい児（者）施策の充実

（計画）
大阪府発達障がい者支援センターアクトおおさかの運営を通じ
て、発達障がい児(者)と家族に対する相談・情報提供・療育・就
労支援や、地域の相談支援事業所の専門相談員の養成など
の支援事業を行う。アクトおおさかでの相談支援のノウハウを
地域の相談支援事業所に普及することにより、成人期発達障
がい者の地域における相談支援の窓口を整備し、アクトおおさ
かでの相談待機の解消及び地域での成人期発達障がい者の
専門相談員の養成を図る。また、相談支援事業者への支援か
ら自立支援協議会等への働きかけを行うことにより、発達障が
い者の地域での受け皿の確保を図る。

（目標）
＜平成２７年度＞
府内全域で発達障がい児者の相談窓口となる相談支援事業所
の整備

○発達障がい者支援センター運営事業
 平成14年6月「自閉症・発達障がい支援センター」（平成17年12月に発達障がい者支援センターに改称）を
設置し、府内における発達障がいを有する障がい児(者)とその家族を対象に、相談・情報提供・療育・就労
支援を行うとともに、関連施設・関係機関・関係団体等との連携のもと、発達障がいに係る情報提供や連絡
調整、指導者養成研修などの支援事業を行った。
  ・相談支援延べ件数 3,234件
    （内訳）発達支援関連相談延べ件数 2,181件 就労関連相談延べ件数 1,053件
  ・個別支援のための調整会議等の開催 60回
  ・連絡協議会等の開催 21回
  ・普及啓発研修の実施 50回
○発達障がい者支援事業
 発達障がい児（者）の診断や療育を実施する拠点施設の府内展開を図り、診断・療育のためのシステム
の拡充を行い、発達障がい児（者）とその家族を支援した。
  ・医師・施設関係者養成研修（委託先）
   専門医師養成研修：大阪府立母子保健総合医療センター
   小児科医・児童精神科医の研修：大阪自閉症研究会
   精神科医養成研修：（一社）大阪精神科病院協会、（公社）大阪精神科診療所協会
   幼稚園教諭、保育士の研修：（社福）北摂杉の子会
○通所支援事業者育成事業の実施：府内6施設の社会福祉法人に委託
○発達障がい者を支援するため、保健、福祉、教育、労働などの庁内関係部局が横断的に連携を図る庁
内推進会議を開催した。
○発達障がい児者支援体制整備検討部会を３回及びこども及び成人両ワーキンググループを各２回開催
した。

市町村の自立支援協議会の活性化に向けた支援

（計画）
市町村の自立支援協議会に必要な専門部会が設置され適切
に運営されるよう働きかけるとともに、市町村の自立支援協議
会の活動事例や先行事例を活用した支援体制の充実のため
のモデルケースの紹介などを行い、地域におけるネットワーク
の強化を側面的に支援する。

（目標）
＜平成２６年度＞
地域移行に関する専門部会等を設置する市町村数：４３（すべ
ての市町村）
就労支援に関する専門部会等を設置する市町村数：４３（すべ
ての市町村）

○地域自立支援協議会情報交換会の開催
 ・各地域協議会の運営状況の共有
 ・地域課題や対応策に関する相互の情報交換による取組みの活性化
 ・地域協議会、大阪府、障がい者相談支援アドバイザー間の「顔の見える関係」の構築
 等を目的として、6月に情報交換会を実施した。
 その中で、地域自立支援協議会の活性化に係る講演を行った。

○地域移行に関する専門部会等を設置する市町村数：21

○就労支援に関する専門部会等を設置する市町村数：29

福祉のまちづくりの推進

（計画）
大阪府内の特定行政庁や指定確認検査機関等と連携を図り、
円滑な基準適合義務の運用を図る。また、福祉のまちづくり条
例に基づきバリアフリー化が図られた施設の円滑な利用を促進
するため、民間事業者等との連携によりバリアフリー情報の発
信、提供がなされるよう検討する。バリアフリー化された施設の
適正利用に関する啓発・助言を実施する。

○条例改正
 社会情勢の変化から生じる課題に対応するため、共同住宅・自動車修理工場の基準適合義務対象規模
の見直し等、条例の改正を行った。
 （平成26年12月26日施行、 平成27年7月1日施行予定）
○大阪府福祉のまちづくり審議会（平成24年11月設置）
 福祉のまちづくりが円滑に推進されるよう、その進行管理や推進方策について検討する「大阪府福祉のま
ちづくり審議会」を開催した。
 ・第3回 平成26年9月16日
○条例の普及啓発
 ・各種事業者団体、法人への周知・啓発。市町村担当者との意見交換、ホームページにおいて周知・啓
発・情報提供を行った。
○大阪府福祉のまちづくり条例第31条に基づく建築物の事前協議の担当者研修会
 ・福祉のまちづくり条例の事前協議を行う市町村の担当者を対象にバリアフリー法・福祉のまちづくり条例
に関する研修会を行った。
○既存施設改善計画定期調査報告の実施（平成26年7月～8月）

鉄道駅舎の移動等円滑化の促進

（計画）
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ
リアフリー法）の基本方針をふまえ、市町村が策定するバリアフ
リー基本構想に基づき、鉄道事業者が実施するエレベーターの
設置や段差解消などの移動円滑化事業を促進する。

（目標）
＜平成３２年度＞
「バリアフリー法」基本方針に基づき、鉄軌道駅の構造等の制
約条件をふまえ、可能な限り移動等円滑化を実施

○移動円滑化事業（バリ環、駅バリ）H26年補助実績：対象なし
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Ⅱ 生活場面「学ぶ」

具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

障がい児関係機関ネットワークの充実強化

（計画）
保健、福祉、教育等障がい児に関わる関係機関が連携し、さま
ざまな課題に対応するため各市町村において構築される障が
い児関係機関ネットワークに対して、大阪府から情報提供や相
談対応を行い充実強化を図る。

（目標）
障がい児関連施策地域連絡協議会設置市町村数：４１
（指定都市を除くすべての市町村）

○障がい児関連施策地域連絡協議会について、41市町村のうち、37市町村について設置済み。

障がい児とその保護者に対する相談支援の充実

（計画）
大阪府子ども家庭センターにおける障がい児相談支援機能を
充実するとともに、学校等への派遣相談事業を実施するなど、
関係機関に対して障がい福祉サービス等に関する情報提供を
積極的に行い、連携強化を図る。障がい者相談支援及び障が
い児相談支援事業所が確保されるよう、市町村に対して働きか
ける。

（目標）
障がい児相談支援実施市町村数：４３（すべての市町村）

○子ども家庭センターにおける相談対応
 家庭等からの相談に応じ、必要な指導と児童福祉施設への措置等を行った。
 ・子ども家庭センターの障がい関係講演講師派遣回数 6回
 ・子ども家庭センターの障がい児及び乳幼児関係会議（参加回数） 122回

○平成26年度末時点の障がい児相談支援実施市町村数：38

児童発達支援事業の充実
放課後等デイサービスの充実

（計画）
療育を必要とする障がい児が、日常生活における基本的な動
作の指導、集団生活への適応訓練など必要なサービスを身近
なところで利用できるよう、市町村と連携し事業所の拡大に努
める。障がい児の自立の促進及び放課後等の居場所づくりを
推進するため、学校通学中の障がい児が、放課後や長期休暇
中に身近なところで必要な訓練等を利用できるよう、市町村と
連携し、事業所の拡大に努める。

（目標）
＜平成２６年度＞
児童発達支援事業所数及び放課後等デイサービス事業所数：
２００（指定都市を除く）

○児童発達支援事業所数（医療型を含む）
（平成26年度実績）
 ・実施の事業所数 204事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   32市町村（指定都市を除く）

○放課後等デイサービス事業所数
（平成26年度実績）
 ・実施の事業所数 304事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   33市町村（指定都市を除く）

保育所等訪問支援事業の充実

（計画）
保育所等を現在利用中、又は今後利用する予定の障がい児
が、集団生活への適応のための専門的な支援を身近なところ
で受けることにより保育所等の安定した利用を促進できるよう、
市町村と連携し、支援サービスを提供する事業所の拡大に努
める。

（目標）
＜平成２６年度＞
保育所等訪問支援実施事業数：５０（指定都市を除く）

○保育所等訪問支援実施事業数
（平成26年度実績）
 ・実施の事業所数 31事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数  19市町村（指定都市を除く）

通常の学級の充実

（計画）
児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な指導と必
要な支援を行う。
また、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒の相互
理解を深めるため、交流及び共同学習のより一層の充実を図
る。

（目標）
全小・中学校において障がい理解教育を実施

○府内（政令市を除く）小中学校における障がい理解教育の実施率は、共に100％であった。（「平成26年度
障がい理解教育実施状況調査」）。

○冊子「『ともに学び、ともに育つ』支援教育の更なる充実のために」、福祉教育指導資料集「ぬくもり」及び
冊子「精神障がいについての理解を深めるために」をもとに、府内の市町村教育委員会を通じて全小中学
校に対して、効果的な活用を指導した。

○冊子「精神障がいについての理解を深めるために」改訂版を作成し、平成20年5月にホームページに掲
載した。

〇冊子「『ともに学び、ともに育つ』支援教育の更なる充実のために」改訂版を作成し、平成25年3月に、府
内全小中学校（政令市を除く）に配布した。

○幼稚園において、障がいのある幼児を含むすべての幼児が「ともに学び、ともに育つ」教育を推進するた
め、幼稚園教育担当指導主事会等を通じて、市町村教育委員会に働きかけた。

○発達障がい等のある幼児・児童・生徒を含むすべての子どもにとって「わかる・できる」授業づくり・集団づ
くりに関する実践研究を行った。また、その成果を、地区別研修会及びフォーラムを通じて報告するととも
に、研究成果のまとめを作成し、府内の学校園への普及を図った。
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高等学校に在籍する障がいのある生徒の教育の充
実及び教育環境の整備

（計画）
高等学校に在籍する障がいのある生徒の教育の充実をめざ
し、校内組織のあり方、教育課程の編成、教育条件整備のあり
方の検討を進め、具体化する。さらに、卒業後の進路支援に向
けて、関係部局・機関との連携を進める。 障がいのある生徒が
興味関心に応じ、学校が選択できるとともに、学校生活が円滑
にできるよう高等学校施設の福祉整備を推進する。高等学校
施設において、障がいのある生徒の学習活動に支障がないよ
う、エレベーターの整備、手摺り設置、スロープ設置、トイレ改修
などのバリアフリー化に努める。

（目標）
＜平成２５年度＞
全府立高等学校において「個別の教育支援計画」の作成

○平成26年度の個別の教育支援計画の作成率は54.3%で、前年度と比較して7.2ポイント上昇している。

○障がいのある生徒が学習活動を円滑に行えるよう下記の施設･設備の改善等を行った。
 平成27年3月31日までの実績  設置状況
  ・障がい者用トイレ   138校中   138校
  ・エレベーター      138校中    90校
  ・段差解消        138校中   137校
  ・手すり設置       138校中   133校

 平成26年度設置状況
  ・エレベーター                 4校
  ・段差解消                   2校
  ・手すり設置                 2校

高等学校における知的障がいのある生徒の受入れ
推進
（計画）
 知的障がいのある生徒が高等学校で「ともに学び、ともに育
つ」ための制度である自立支援推進校と共生推進校について、
課題の整理を行いながら教育環境の一層の充実を図る。
 また、自立支援推進校・共生推進校の志願倍率を公立高等
学校入学者選抜の平均倍率に近づけるよう、計画的に整備し
ていく。

（目標）
＜平成２９年度＞
自立支援推進校・共生推進校の志望倍率を公立高校入学者選
抜の平均倍率に近づける。

○平成27年度より府立緑風冠高等学校に府立むらの高等支援学校の共生推進教室、府立金剛高等学校
に府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室をそれぞれ設置。
   平成26年度 緑風冠高等学校及び金剛高等学校において、新たな共生推進教室設置にむけ施設を
整備
   平成27年度 自立支援推進校  ９校（大阪市立を除く）
            共生推進校     ８校

○平成27年度入学者選抜における自立支援推進校及び共生推進校の志願倍率
   自立支援推進校   ２．３３倍（H26 ２．９６倍） ＊大阪市立を除く
   共生推進校      １．２９倍（H26 ２．００倍）

支援学校の教育環境の整備

（計画）
府立知的障がい支援学校の児童生徒数の増加に対応するた
め、府内４地域で、新校各１校を整備するなど、教育環境の充
実を図る。
 
（目標）
＜平成２７年度＞
知的障がい支援学校４校の整備
（豊能・三島地域）平成２５年度
（泉北・泉南地域）平成２６年度
（北河内地域）平成２７年度
（中河内・南河内地域）平成２７年度

○豊能・三島地域：摂津支援学校（平成25年度開校）

○泉北・泉南地域：泉南支援学校開校（平成26年度）

○北河内地域：枚方支援学校の新校整備完了（平成27年度開校）

○中河内・南河内地域：西浦支援学校の新校整備完了（平成27年度開校）

支援学校の通学対策の充実

（計画）
支援学校における通学バスの長時間乗車の解消に向け、通学
バスの増車や有料道路の活用を含む効率的なルート設定に努
める。

（目標）
＜平成２９年度＞
支援学校における全児童生徒の通学バスの乗車時間を６０分
以内とする

○乗車人数の増加に対応するため、平成26年4月に増車を行った。
 ・199台（5台増車）
 ・前年度より通学バス利用者が158人増加し、平均乗車時間60分以内の児童生徒は、92.8%となった。

支援学校の就労支援の充実

（計画）
就労にチャレンジする生徒の底辺拡大を見据えて、府立知的
障がい支援学校に職業コースを順次設置し、支援学校高等部
の職業教育の充実を進めるとともに、国・府・市町村の各事業
の情報提供など支援の充実を図る。「個別の教育支援計画」
「個別の移行支援計画」を活用し、福祉や労働など関係機関と
の連携を深め、一人ひとりが地域社会で自立して生活していく
ことを念頭に、卒業後の就労状況の確認やアフターフォロー等
を含めた支援を行う。

（目標）
＜平成２９年度＞
府立知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率：３５％
府立知的障がい支援学校高等部（知肢併置校含む）に職業
コース設置：１７校

〇関係部局・団体と連携し、職場体験実習先の確保・情報提供に努め、早期からの職場実習の実施を促し
た。

〇府立知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率
 ・平成26年度：28.3％・就職者数228人
 （25年度26.3％・207人）

○府立知的障がい支援学校高等部の職業コース設置校 17校
  守口支援学校   茨木支援学校   八尾支援学校   摂津支援学校
  泉北高等支援学校    堺支援学校     佐野支援学校    泉南支援学校
  和泉支援学校   吹田支援学校   箕面支援学校   豊中支援学校
  高槻支援学校  寝屋川支援学校  交野支援学校四條畷校  東大阪支援学校  富田林支援学校

〇経験の少ない進路指導担当教員に対し「就労支援研修」を行い、就労支援プロセスの理解を促した。

職業学科を設置する知的障がい高等支援学校の
整備

（計画）
府内３地域に整備する新校に、知的障がいのある生徒の就労
を通じた社会的自立をめざす「たまがわタイプ高等支援学校」を
併設する。

（目標）
＜平成２７年度＞
職業学科を設置する知的障がい高等支援学校３校の整備
（豊能・三島地域）平成２５年度
（泉北・泉南地域）平成２６年度
（北河内地域）平成２７年度

○豊能・三島地域：とりかい高等支援学校（平成25年度開校）

○泉北・泉南地域：すながわ高等支援学校（平成26年度開校）

○北河内地域：むらの高等支援学校の新校整備完了（平成27年度開校）
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支援学級の充実、個別の教育支援計画の作成・活
用の促進

（計画）
個々の障がいにきめ細かく対応するため、障がい種別ごとに
小・中学校に支援学級を設置し、交流及び共同学習の推進に
努める。支援学級が、「ともに学び、ともに育つ」場として、学校
の中心に位置づくよう指導を行う。
障がいのある幼児児童生徒一人ひとりのニーズに応じたきめ
細かな指導や一貫した支援の充実に向け、本人や保護者の意
向を尊重しながら、「個別の教育支援計画」の作成・活用の促
進を図る。

（目標）
小・中学校支援学級における「個別の教育支援計画」の作成
率：１００％の維持

○障がい種別による支援学級の設置。
 ・平成26年度実績 小学校3,480学級 中学校1,402学級
 （平成25年度実績 小学校3,247学級 中学校1,299学級）

○「個別の教育支援計画」の作成状況確認の為、全市町村を対象に学校訪問を実施。
（平成26年度実績）
 ・小・中学校への訪問件数  54校（小学校 38校 中学校16校）

○「個別の教育支援計画」の作成意義や先進的な活用事例等を発信するために、幼稚園、小・中学校教員
等を対象に、「個別の教育支援計画」の作成・活用実践報告会を行った。
 ・実践報告会参加者（市町村） 254人

支援学校のセンター的機能の充実

（計画）
支援学校が、地域における支援教育のセンター的機能を発揮
し、市町村教育委員会や小・中学校等だけではなく、医療・労
働・福祉等の関係機関との連携強化を図りながら、地域支援体
制の整備に努める。地域支援にあたる支援学校教員の専門性
の向上に向け、さらなる校内外の研修の充実、「特別支援学校
教諭免許」の保有率の向上を図る。また、来校相談等に対応す
る地域支援室を整備するなど、校内組織体制の充実を図る。

（目標）
＜平成２９年度＞
「特別支援学校教諭等免許」の保有率：１００％
来校相談等に対応する地域支援室の設置：全府立支援学校
（２７校）

○平成26年度「特別支援学校教諭等免許」保有率 63.6％ （平成25年度 保有率 62.7％）
 ・特別支援学校教諭二種免許状の保有率向上の取組として、免許法認定講習を引き続き実施した。（大
阪市・堺市と共催）
 ・視覚障がい、聴覚障がいに関する科目（4科目）について受講定員を前年度までの80人から120人に拡
大した。
 ・免許取得に必要な単位を修得した者（延べ数）
   平成 25年度  1,558人 ⇒ 平成 26年度  1,744人

○平成 26年度「地域支援室」設置校 19校 （平成 25年度 設置校 17校）
 ・地域支援室の整備や来校相談の体制の充実について、周知啓発を行った。

Ⅲ 生活場面「働く」

具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

企業等の障がい者雇用への一層の促進

（計画）
ハートフル条例の対象となる法定雇用率未達成事業主に対し、
障がい者雇入れ計画の提出を指導するとともに、雇入れ計画
の達成に向けた指導を行う。

（目標）
＜平成２５年６月＞
法定雇用率達成企業割合：５０％以上

○ハートフル条例の対象となる法定雇用率未達成事業主に対し、障がい者雇入れ計画の提出を指導する
とともに、雇入れ計画の達成に向けた指導を行った。
・平成26年6月時点 法定雇用率達成企業割合：42.6％
(参考：民間企業の実雇用率 平成25年6月1.76％、平成26年6月1.81％）

特例子会社の設立の促進

（計画）
特例子会社の設立を検討する事業主に対し、特例子会社の設
立・運営に必要なアドバイスやハートフル税制をはじめとする支
援制度に関する情報提供を行い、特例子会社の設立を促進す
る。

（目標）
＜平成２６年度までの各年度＞
特例子会社の設立：３社

○特例子会社の設立を検討する事業主に対し、特例子会社の設立・運営に必要なアドバイスやハートフル
税制をはじめとする支援制度に関する情報提供を行い、特例子会社の設立を促進した。
・平成26年度 特例子会社の設立：2社

社会貢献する企業への評価・顕彰

（計画）
雇用の実績はもとより、職域の開発や職場実習の受け入れな
ど、障がい者雇用の促進に貢献し、功績が顕著である企業のさ
まざまな活動を評価・表彰するとともに、その取組みや活動内
容を広く府民に広報する。

（目標）
＜平成２６年度＞
ハートフル企業大賞・教育貢献賞の選定：各年度２社

○障がい者雇用の促進に貢献し、功績が顕著である企業の様々な活動を評価・表彰するとともに、その取
組みや活動内容を広く府民に広報した。
 ・大阪府障がい者雇用貢献企業顕彰（ハートフル企業顕彰）…「大阪府障がい者サポートカンパニー制
度」優良登録企業の中から、選考会議を経て各賞（大賞・教育貢献賞・チャレンジ応援賞）を決定
選考対象企業49社、選定5社

障害者就業・生活支援センターの機能強化

（計画）
各障害者就業・生活支援センター圏域内の関係機関がケース
に応じて連携・協力し、障がい者の就職から職場定着、再就職
支援を適切に行うことができるよう、地域における就労支援、生
活支援の核としてのセンター機能の強化をめざす。

（目標）
＜平成２６年度＞
障害者就業・生活支援センターの支援による就職者の１年後の
職場定着率：９０％

○地域の就労支援の核となる府内18ヶ所の障害者就業・生活支援センターでは、平成26年度12,180人(在
職中5,875人)の障がい者が登録しており、職場訪問13,432件を実施し、就職後１年の職場定着率は79.0％
(精神障がい者70.1％、発達障がい者81.3％)である。

○府内8ブロック（18センター）において関係機関会議を障害者就業･生活支援センター主導で開催し、地域
における就労支援、生活支援の核となるようセンターの機能強化を図っている。
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Ⅳ 生活場面「心や体、命を大切にする」  

具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

医療的ケアを必要とする重症心身障がい児（者）の
在宅生活を支える基盤整備の推進

（計画）
医療的ケアを必要とする重症心身障がい児（者）が、在宅で安
心して医療・福祉のサービスを総合的に受けられるよう、医療と
福祉の連携による地域ケアシステムの構築に向けた課題及び
推進方策の検討を行うとともに、市町村等と連携し、地域生活
支援体制の整備に努める。医療的ケアに対応可能な事業所の
充実を図るため、介護技術の向上を目的とした研修を実施す
る。

（目標）
＜平成２６年度＞
医療的ケアに対応できる障がい福祉サービス事業所数：６００
事業所

○平成24年度医療的ケアが必要な障がい児者に対する介護技術研修を実施し、390事業所（736名）が修
了した。平成25年度実技中心のスキルアップ研修を実施し、146事業所（244名）が終了した。また、登録特
定行為事業者は370事業所が登録を行った。これにより、医療的ケアに対応できる障がい福祉サービス事
業所が770事業所となった。

○平成24年度医療と福祉が連携し、重症心身障がい児者の地域ケアシステムを構築するために課題及び
推進方策を検討し、報告書を取りまとめた。
   平成25年度前年度の報告書で取りまとめた課題を整理検討し、今後、取組むべき課題について、提言を
受けた。
 ・検討部会：4 回開催
 ・作業部会：4 回開催

〇平成26年度取り組むべき課題の提言を踏まえ、医療機関を含む様々な分野が参画した重症心身障がい
児者の地域ケアシステムを実践する「ケアコーディネート事業」を南河内圏域にて実施し、障がい福祉サー
ビス等の充実強化のために医療機関の空床を活用する「医療型短期入所整備促進事業」を三島圏域（１病
院）、南河内圏域（２病院）にて実施した。平成27年度は、「ケアコーディネート事業」は政令市を除く他５圏
域、「医療型短期入所整備促進事業」は政令市を除く６圏域で実施予定

高次脳機能障がい者への支援

（計画）
府立急性期・総合医療センターにおける高次脳機能障がいの
診断及びリハビリテーションを引き続き行う。急性期・総合医療
センターで蓄積された情報は、研修や症例検討会等を通して、
府内二次医療圏ごとのネットワークに伝達し、ネットワークの機
能強化を図る。さらに、二次医療圏ごとのネットワークの機能を
さらに充実させるために、参画医療機関や事業所等を増やす。
加えて参画機関等や府民に対し、高次脳機能障がいの理解を
深めるため、分かりやすいパンフレット等を作成し、配布する。
また、グループホームなど地域での高次脳機能障がい者を受
け入れる社会資源の整備を行う。

（目標）
＜平成２６年度＞
二次医療圏ごとに、毎年１回研修会を開催
ネットワーク参画機関数の増加
（医療機関） ５２機関→１００機関
（事業所等）１１１機関→４００機関
二次医療圏ごとに高次脳機能障がい者を受け入れるグループ
ホーム等を整備：４箇所

○研修会等の実施
 ・医療関係機関等職員研修          1回/年開催   242名
 ・支援関係機関職員等研修       1回/年開催 のべ198名
 ・相談支援者養成研修                5日間/年開催  受講者数47名
 ・市区町村担当者研修会         1回/年開催  受講者数35名
 ・2次医療圏ごとに圏域ネットワーク会議開催 8圏域で年に1～2回ずつ開催（8圏域、参加者計1117名）

○また、高次脳機能障がい支援普及事業として、障がい者医療・リハビリテーションセンターを支援拠点機
関として、支援コーディネーター5名を配置し、外傷性脳損傷や脳血管障がい等による認知障がいを中心と
する後遺症を持つ高次脳機能障がい者への専門的な支援を行うとともに、支援拠点機関を中心とした関係
機関との地域支援ネットワークの充実を図り体制整備を推進した。（平成26年度相談実件数  921件）

○厚生労働科学研究費補助金を活用して高次脳機能障がい者の地域生活支援に関する研究を障がい者
医療・リハビリテーションセンターで実施。

○ネットワーク参画機関
 ・医療機関：162
 ・事業所：587

○４つの二次医療圏に高次脳機能障がい者を受け入れるグループホーム等を整備（平成24年度達成済)

ピアカウンセリングの普及

（計画）
市町村障がい者相談支援事業において位置づけられたピアカ
ウンセリングの普及を図る。

（目標）
＜平成２６年度＞
ピアカウンセリング実施市町村数：４３（すべての市町村）

○ピアカウンセリング実施市町村数
＜平成26年度実施状況＞
 ・全43市町村中、28市町で実施

Ⅴ 生活場面「楽しむ」

具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

障害者スポーツ指導者養成事業の実施

（計画）
地域における障がい者スポーツを推進するため、充分な知識、
技術と経験に基づいた指導ができる中級障害者スポーツ指導
員を養成する。

（目標）
＜平成２６年度＞
中級障害者スポーツ指導員登録者数：２６０人

○「障がい者スポーツ指導員養成講習会」を開催した。
  ・修了者数         21人（中級）
  ・平成26年度末累計  1017人（初級744人 中級233人 上級40人）

Ⅵ 生活場面「人間（ひと）としての尊厳を持って生きる」

具体的な取組み・目標の概要 平成２６年度実施状況

市町村における福祉避難所（二次的な避難施設）の
指定の促進

（計画）
市町村において、障がい者など災害時要援護者のために特別
の配慮がなされた福祉避難所（障がい者施設など）の指定が促
進されるよう、広域的な連携・調整を行うとともに、市町村への
助言や事業者に対する要請など、あらゆる機会を通じて市町村
の支援を行う。

（目標）
＜平成２６年度＞
福祉避難所未指定の市町村：ゼロ
すべての障がい者支援施設が福祉避難所の指定を受ける

○関係部局、府社会福祉協議会等々が連携し、各種福祉施設・事業者等への集団指導や研修会の場を活
用して、市町村の福祉避難所の指定への協力を要請した。
・介護保険施設事業者等集団指導（約1,740名参加）
 日 時 平成26年6月5日、6日
 会 場 クレオ大阪中央
・指定事業者等（障がい児支援）集団指導（約713名参加）
 日 時 平成26年9月25日
 会 場 大阪府庁新別館南館８階大研修室

○福祉避難所については、平成２７年１月現在、３８市町村が７０８施設を確保している。
（ただし、平成２７年３月現在の府内市町村における災害対策基本法に基づく福祉避難所指定状況：２８市
町村１１５箇所）
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